




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（62）　Heinrich Siber, Der Rechtszwang im Schuldverhaltniss nach deutschem Reicharecht, 
1903, S.89ff..この当時は専ら履行過程における給付義務を対象として論じられてい
たと考えられることから、給付義務の履行後に問題となる契約義務の余後効は想定
されていなかったと思われる（Friedrich Scholmeyer, Recht der Schuldverhältnisse, 
1900, S.2ff..も参照されたい）。なお、1917年には雇用契約の余後効として競業避止
義務が論じられているが、義務の性質や義務違反の効果などについては論じられて


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（九）LG Tübingen 1989年５月22日判決（NJW-RR 1989, 1053f.）
１　事案の概要
原告Xはタクシーからの下車の際にうっかりしてカメラを置き忘れ、そ
れに直ちに気がつき、被告であるタクシー会社Yにタクシー運転手に知ら
せるよう電話したが、Yの本部に勤める電話交換手Aは既にタクシー運転
手は終業したと説明をしてそれを拒否した。しかし、実際には、Xの乗車
したタクシー運転手はまだ終業しておらず営業を継続しており、Aは無線
にて連絡可能であったにもかかわらずこれをしなかった。その結果、カメ
ラは行方不明となり紛失した。
そこで、Xは紛失したカメラについての損害賠償として1,390DMを求め
て訴訟に及んだ。
２　判旨
LG Tübingenは、旅客運送契約の主たる義務や本質的特徴は、人やその
人の荷物を有償で輸送し、目的地へ届けることであり、契約履行中、輸送
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者は人やその人の荷物の保護が義務付けられており、目的地へ送り届ける
ことをもって本質的義務は履行されると説く。しかし、特別な状況に基づ
いてなお契約当事者の全ての関係が終了しておらず、既になされた輸送と
の密接的なつながりの中でいまだに存続し続けている限りで、一般的相互
誠実義務（BGB242条）から本質的義務の履行後、つまり、契約終了後に
もなお付随義務が生じると説示する。なお、車両に置き忘れられた乗客の
物品についての一般的監督義務が存在しないという原審の判断は正当であ
るとしつつ、旅客運送契約の範囲内でタクシー事業者はタクシー車両に置
き忘れられた物の確保の際にタクシー事業者に可能かつ期待できる限りに
おいて有益な助力を果たす契約終了後の付随義務が存在すると説示する。
本件において、契約終了後の付随義務たるXの確保申請に従う義務の履
行を、Yの履行補助者である電話交換手が違反したことで、運転手に直ち
に連絡をすれば防ぐことができたXのカメラの紛失という積極的債権侵害
が発生しており、Yは同人の履行補助者たるタクシー本部の電話交換手の
義務違反についてBGB278条（76）に従って責を負わなければならないとし
て、YはXに対して1,390DMを賠償しなければならないと判示した。
３　義務の内容
LG Tübingenは、車両に置き忘れられた乗客の物品についての一般的監
督義務の存在を否定しつつ、旅客運送契約終了後の確保協力義務が存在
し、それによる損害回避義務がYに存在していたという。
特に、旅客運送契約の履行過程において認められる義務と、乗客を目的
地へ送り届けることをもって本質的義務は履行されたことで契約が終了し
た後の義務とには相違があることも明らかにしている。
（76）　BGB278条（履行補助者の過失）
： 債務者は、その法定代理人および債務者の債務の履行のために用いる者の過失
（Verschulden）について、自らの過失と同じ範囲で責任を負わなければならない。
276条２項の規定は適用されない。
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４　義務の存立基盤としての債務関係
本件において、Yが旅客運送契約終了後の確保協力義務を負っていると
された。特に、LG Tübingenは、この確保協力義務が旅客運送契約の履行
過程において認められる義務とは異なると説示しているが、旅客運送契約
が終了したにもかかわらず、終了後に認められる確保協力義務を基礎づけ
る存立基盤としての債務関係については、言及していない。
５　給付実態
Xがタクシー降車後間のなく、タクシーにカメラを置き忘れたから運転
手に連絡して欲しい旨の要請があったにもかかわらず、Yの履行補助者で
あるY本部の電話交換手は虚偽の情報を伝え、この要請に応じなかったこ
とは、上記の確保協力義務に違反しているとされた。なお、この確保協力
義務違反によって、運転手に直ちに連絡をすれば防ぐことができたXのカ
メラの紛失という積極的債権侵害が発生している。
６　義務違反の効果
Yは同人の履行補助者たるタクシー本部の電話交換手の上記確保協力義
務違反についてBGB278条に従って責を負わなければならないとして、Y
はXに対してカメラ紛失によって生じた損害を賠償しなければならないと
された。
四．裁判例からみる契約余後効 ―義務の多様性と不明確な点―
これまで、学理上の議論の中で契約余後効が問題となっているとされる
代表的な裁判例を分析してきた。この裁判例の分析結果を整理すること
で、学理上の議論の前提とされてきた義務の特徴を明らかにすることとす
る（77）。
裁判例の分析から明らかとなった特徴の第一は、履行請求が可能である
（77）　なお、以下では日本の裁判例の傾向分析から明らかとなった特徴が認められるか
否かに着目して整理することで、日本で認められた義務との異同を明らかにする手
がかりを得る。
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義務と履行請求を前提としていない義務とが存在しているということであ
る。すなわち、義務の内容を見ていくと、前者に属すると考えられるもの
（裁判例（一）～（六）（九））と、後者に属すると考えられるもの（裁判例（七）
（八））とが分類することができる。履行請求の可否という義務違反の効果
に差異が存在することは、義務の性質を検討する上でも有用な示唆を与え
るものである。
第二の特徴は、問題となった義務の全てが従前の契約関係の存在を前提
としていると考えられるという点である。すなわち、全ての事案において
従前の契約と問題となった義務とが関係していることが言及されており、
ほとんどが契約上の義務であると言及されている（78）。さらに、これらの義
務はBGB157条、242条によって信義則を介して種々の事情が考慮される
ことによって認められていることが明らかとなった（79）。これらのことか
ら、義務の存立基盤としての債務関係について検討する際に多くの示唆を
与えているが、いずれの裁判所も債務関係をどのように理解するのかにつ
いて言及しておらず、明らかにされてはいない。
第三の特徴は、義務が問題となりうる時期に相違が存在していると考え
られる点である。すなわち、履行過程において既に問題となり得る義務
（裁判例（一）（三）（四）（七））と、主たる給付義務の履行後に初めて問
題となり得る義務（裁判例（二）（五）（六）（八）（九））とが存在している。
この点は、履行過程における義務との関係性を検討する上で重要な示唆を
含んでいると考えられる。
第四の特徴は、義務違反によって侵害される利益の多様性である。裁判
例を分析してみると、損害として認定されたものは、①義務違反がなかっ
（78）　裁判例（八）で問題となった義務については、先行する契約履行と関係している
と言及されているが、当該義務が契約上の義務であるかについては言及されていな
い。
（79）　取り上げた裁判例では、当事者の推定される意思（裁判例（一））、慣習（裁判例（二）
（三））、当事者の利益（裁判例（四）（六）（八））、当事者の地位（裁判例（五））、目
的物の性質（裁判例（六））、が考慮されていた。
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たならば獲得されたであろう利益（裁判例（一）（二）（四）（五）（六）（七）
（八））、②財産的価値の下落（裁判例（三）（五）（六））、③契約と無関係
な財産の喪失（裁判例（九））に分類することができる（80）。①・②につい
ては、主たる給付義務の履行によって獲得された給付結果が侵害されてお
り（81）、③については、純粋に完全性利益が侵害されている。このような被
侵害利益の多様性は、義務の性質を検討するに当たり重要な視点となる。
第五の特徴は、義務違反時の責任性質として、常に契約責任が想定され
ているという点である。唯一、裁判例（三）のみが不法行為責任として構
成することが可能であることを示唆している。
以上のように契約余後効に関する裁判例を傾向分析することができる。
しかし、ドイツにおける裁判例の傾向分析からでは明らかにならない点が
ある。第一に、義務の存立基盤としての債務関係をどのように解するのか
について明らかにされていないという点である。ドイツにおいては被違反
義務のほとんどが契約上の義務であることが明らかにされているが、その
存立基盤である債務関係は履行過程と主たる給付義務の履行後とでどのよ
うな相違があるかについては明らかにされていない。第二に、被違反義務
の多様性が認められるが履行過程における義務との相違が明らかにされて
いない点である。問題となった被違反義務を契約上の義務と判示し、その
性質についても言及している裁判例も存在している（裁判例（四）（五）
（六）（九））。しかし、そこで言及されている被違反義務の性質からでは履
行過程における義務との相違は依然として明らかにされていない。第三
に、義務違反の効果が明らかにされていない点である。上記の裁判例の多
くは、差戻しを命じる判決であるために義務違反に対する効果について示
唆するものの、具体的にどのような効果が認められるのかについては明ら
（80）　裁判例（五）と（六）については、義務違反が生じたならば従前の契約によって
獲得された対象を用いることができなくなるという特徴がある。そのため、両事案
の被侵害利益は①と②の両方に関係すると分類した。
（81）　前掲注（61）を参照されたい。
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かにしていない。その結果、契約余後効で問題となる義務と履行過程にお
ける義務との相違が義務違反の効果面においても不明確なままである。
上述のように、ドイツの裁判例は不明確な点が認められるものの、古く
から主たる給付義務の履行後においてもなお契約当事者間には多様な義務
が存在していることを認めている。
 （本学法学部講師）
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